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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
日本では、待機児童が社会的な課題となって久しく、いまだ、その適切な解決策が見出
されているとは言い難い。政府の報告によると、2019年度の待機児童数は、前年度よりも
減少しているとのことだが、人的・物的基準に関する規制緩和が進み、また、株式会社な
どの民間も参入し、多様な保育形態が出現して、量の確保の一定の効果が表れてきたもの
と考えるが、保育の質の確保は一層厳しい状況にあると推察している。この10年の量の拡
大は、特に、３歳未満児であり、中でも育児休業取得後の１，２歳児を対象に著しい量的
拡大が行われてきている。 
このような背景に、本研究では、保育需要の高まりのある1歳児を対象として、保育施設
の量的拡大で見落とされる物的環境としての質の確保に着眼している。そこで、ひとり一
人の子どもの立場を尊重した「子どもの主体的な活動を大切にした環境」の視点から、保
育所の建築環境の在り方を検討することを目的とし、さらに、建築計画的な設計指針を提
案することを目標としている。 
 
第一章では、序論として研究の背景及び目的について述べ、既往研究の分析に基づき、
本研究の位置づけを行っている。面積基準、園庭の代替可能、採光規定の緩和など建築計
画に関する課題を整理し、1歳児の子どもの発達と保育所の建築環境の関係について考察
を行うところに独自性があることを示している。 
 
第二章では、「３歳未満児保育の現状」として、政府調査の資料、既往研究などの文献
調査に基づき、３歳未満児保育における建築環境に関する課題点を整理し、（１）クラス
人数規模と保育室の空間構成に関する課題、（２）０・１歳児の外遊びの場に関する課題
を提示した。さらに、この２課題に関する建築計画的な「子どもの主体的な活動を大切に
した環境」を評価する５つの分析視点として、「行為の継続性」「円滑な活動の移行」「自
立の尊重」「遊びの自発性」「身体経験の多様性」を明示している。 
 
第三章では、「１歳児クラスの保育方法と空間・環境」として、３歳未満児保育におけ
る建築環境に関する課題点の一つとして、「クラス人数規模と保育室の空間構成に関する
課題」に対する考察を行なっている。その結果、①昼食から午睡にかけて行為の重なりが
最多であること、②20人以上の園において排泄や昼食の時間が長いこと、③玄関に子ども
全員が座って靴を履くことのできるスペースがあると待ち時間が少ないこと、④スライド
型の空間構成は１室内における複数行為の重なりがなく混乱が少ないこと、⑤ハブ型の空
間構成は１室内で複数行為が重なりやすく混乱が見られること、などを明らかにし、設計
のための指針を導き出している。 
 
第四章では、「１歳児の身体活動と空間・環境の関係」として、①動作種類、②歩行数、
③身体活動量（活動強度）の観点から、「遊びの自発性」「身体経験の多様性」について
考察を行った結果、多様な身体活動経験を得る上で、外遊びの場が確保されていることは
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１歳児においても重要であることを確認している。また、園庭をフットサル型、グラウン
ド型、遊び庭型に分類して比較検討した結果、フットサル型は走る、歩くなどの移動系の
動作を中心に、高強度運動を有意に引き出すこと、遊び庭型は樹木や草木などの自然物や、
玩具等などの物的環境の要素が多いほど、多様な動作が引き出されること、加えて、身体
活動量についても、中・高強度運動が上昇する傾向があることを明らかにしている。総合
的に身体活動の多様性が確保されている遊び庭型が、１歳児期において望ましいと判断し
ている。 
 
第５章では、「結論」として、総括、今後の保育所整備に向けた設計指針を提示してい
る。 
 
本研究は、保育施設の建築設計に携わってきた実務者としての経験を活かし、課題を抱
える保育施設の質の向上に、真摯に、妥協せず、果敢に取り組んだ非常に意欲的な研究で
あると高く評価できる。また、その方法論は、現実の保育の現場を丁寧に緻密に記録する
参与型観察調査に加え、子どもの活動量を測定するなど、多様な調査を駆使して取り組ん
だ点も意義があり、その膨大な記録を分析した力作である。 
なお、審査委員会では、緻密で丁寧な観察調査をして、多くの知見が得られているにも
関わらず、その知見が有効に設計の指針にまで落とし込められていないのが残念であると
の指摘をいただいた。さらに、この点を改善できれば、研究成果としても、実務への応用
にしても、意義・価値が一層高くなるとの示唆もいただいた。 
以上より、審査委員会は、研究課題としての重要性、研究手法の妥当性、分析・考察の
深さ・的確性、さらに、独創性と具体性について審査した結果、本論文は、全てにおいて
高く評価でき、博士（学術）授与に十分値すると全員一致で判断した。 
 
